
• 「大阪・関西万博の準備等に直接資する事業に係る費用」に令和７年度補正予算、令和８年度予算案の計上状況を反映。
• 大阪・関西万博開幕前に示した国の費用総額の見通しを上回らない見込み。
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今後も含めた国の費用総額の見通し

これまでの国の予算等への計上状況

～R７年度
当初

R７年度
補正

Ｒ８年度
予算案

計

①博覧会協会による会場建
設費（国費負担分）

（経済産業省）

最大783億円 ※1

（最大2,350億円を国、大阪府・市、経済界で1/3ずつ負担）
687 83 - 770

②日本政府館の建設等のた
めの費用（経済産業省）

最大360億円 339 13 3 355

③途上国等の出展支援等の
ための費用

（経済産業省・外務省）

約240億円
（主催国として博覧会国際事務局（BIE）に対して約束した日
本側の途上国支援費用の総額）※2

202 - - 202

④会場内の安全確保に万全
を期するための費用

（経済産業省）

約255億円 255 - - 255

⑤全国的な機運醸成等に要
する費用

約103億円 103 - - 103

大阪・関西万博の準備等に直接資する事業に係る費用

※1 会場の解体工事等のために令和9年度の予算要求も予定しているが、解体計画及び現下の執行状況を踏まえると、①は最大783億円に収まる見込み。
※2 BIEに対して約束した日本側の途上国支援費用の総額「約240億円」の内数としては、博覧会協会による会場建設費のうち約50億円（国費負担は1/3）もカウントされる。

一方で、③には、途上国支援費用のほか国連の出展支援や万博参加国等の接遇等のための費用として約25億円を見込んでいるところ、「途上国等の出展支援等のための費
用」として、約240億円を費用総額の見通しとしている。

※3 金額は予算額を計上。ただし、一部、決算額等を計上。
※4 計数は、それぞれ四捨五入によっているため、端数において合計とは合致しないものがある。
※5 上記のほか、万博特措法に基づいて設置された国際博覧会推進本部の事務を処理する国際博覧会推進本部事務局の事務経費として、約6億円（令和3年度から令和7

年度予算）がある。

（単位:億円）

⚫ 大阪・関西万博の準備等に直接資する事業に係る費用については、2025年2月4日公表の「大阪・関西万
博に関連する国の費用について（Ver.3）」で示した国の費用総額の見通しを上回らない見込み。
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民間企業

【大阪・関西万博の準備等に直接
資する事業に係る費用】

•博覧会協会による会場建設費の
1/3（民間負担分）

•企業パビリオン等

• その他必要経費

自治体

【大阪・関西万博の準備等に直接
資する事業に係る費用】

•博覧会協会による会場建設費の
1/3（大阪府・市負担分）

•自治体パビリオン等

• その他必要経費

（参考）国以外も含めた費用について
国

【大阪・関西万博の準備等に直接
資する事業に係る費用】

•博覧会協会による会場建設費の
1/3（国費負担分）

 
•日本政府館の建設等のための費用

•途上国等の出展支援等のための費用

•会場内の安全確保に万全を期す
るための費用

•全国的な機運醸成等に要する
費用

【誘致・登録に係る費用】
•誘致に要した費用
•登録申請に要した費用

【上記以外】

• インフラ整備計画に関係する施策

• アクションプランに登録された施策

•国際博覧会共通経費

最大2,350億円
（国費負担は1/3）

約10.2兆円の内数

約3.6兆円の内数

その他主体
・博覧会協会：会場内の運営費用（チケット収入・ライセンス収入等でまかなう）約1,160億円 ※国費負担なし
・参加国：出展に要する参加国が負担する費用

約75億円の内数

約27億円

最大783億円

3

（BIE負担金（7年間約0.6億円）、ドバイ国際博覧会への日本政府館の出展（約54億円）等を含む）

最大360億円

約240億円

約255億円

約103億円

2025年2月４日公表版
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